
  

１０年後の鳥取県の姿を考えるために 
 

鳥取県企画部次世代改革室 

 
１ 人口 
 

 （１） 人口の減少 
 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、鳥取県の人口は、今後更に減

少が続く。また、年少人口、生産年齢人口が減り、老年人口が急速に高まる。 

 
・ 人口は今後さらに減少  

６０万７千人        →     ４９万５千人 
     （平成 17 年 10 月 国勢調査）          （2035（平成 47）年予測） 

 
・ 老年人口割合（65 歳以上）が高く、生産年齢人口割合（15～64 歳）が低い 

               老年人口割合 
２４．１％           →      ３４．５％ 

（平成 17 年 10 月 国勢調査）          （2035（平成 47）年予測） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鳥取県の総人口の推移（1945年～2030年）
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注）将来推計人口は、国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口」（平成14年3月推計）による。
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鳥取県の総人口の推移（1940年～2035年）
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資料：将来推計人口は、国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口」（平成19年5月推計）による。
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口」（平成19年5月推計）
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（２） 中学生・高校生の人数 

 
現在の年齢別人口を単純に１０年スライドさせると、中学生、高校生の人数が大き

く減少する。 

１学年４０人で計算すると、１学年当たり、中学校で１６～２３学級、高等学校で２９

～３２学級が減少し、中学校・高等学校の各５校分に相当する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 １０年後の鳥取県の年齢別人口
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 資料：鳥取県年齢別推計人口（平成 18 年 10 月１日現在）により作成 

 
 区 分 人口減少  

人口の減少を１学級40人で
換算した場合の学級減少数

学校数に換算
（左の学級減少数を１校当たり

平均学級数で除した数）

 １３歳    △    ６５５　　 　　16 学級減少に相当  学級減少数 （１６＋２３＋２０） ÷

 １４歳    △　　９５１　　 　　23 学級減少に相当  中学校1校当たり平均学級数 １０.９ =

 １５歳    △　　８０４　　 　　20 学級減少に相当 ５．４校減少に相当

 １６歳    △１，１７８　　 　　29 学級減少に相当  学級減少数 （２９＋３２＋３０） ÷

 １７歳    △１，２８８　　 　　32 学級減少に相当  高校1校当たり平均学級数 １６.８ =

 １８歳    △１，２３８　　 　　30 学級減少に相当 ５．４校減少に相当

（人）

 １０年後の人口減少の学級数・学校数への換算 

 注） 中学生全員が高校進学すると仮定して算出。 

 区分 学校数 総学級数
１校当たり

平均学級数

中学校 ６３　 ６８８　 １０．９　

高等学校（全日制・定時制） ３１　 ５２０　 １６．８　

※ 中学校、高等学校の学級数の状況 

 

資料：学校便覧（H18.5.1 現在） 

（鳥取県教育委員会） 
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（３） 少子化の進行・・・郡部の中学３年生 

 
中学３年生人口の減少を郡市別に見ると、例えば日野郡、岩美郡、八頭郡では、

１５年後にほぼ半減すると予測される。 

地域にとっても、学校を中心としてまとまってきた「地域活力」の低下が懸念され

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 県内郡市別の中学３年生と０歳児の人口比較 

資料 ： 郡市別児童生徒数の推移 （平成 18 年） （鳥取県教育委員会） 

注） ・ 学校基本調査等を基に作成。 

・ 中学３年生は上記の他に国立・私立へ通う生徒が ２２１ 名いる。 

-2700

-1700

-700

300

1300

2300

3300
中学３年生 (平成19年卒業見込者)

０歳児 (推計：15年後の中学３年生)

(人)

1,600

150

人口 日野郡 岩美郡 八頭郡 西伯郡 東伯郡 境港市 倉吉市 鳥取市 米子市

中学３年生 130 162 361 404 631 376 520 1936 1487

０  歳  児 63 80 186 286 449 278 439 1787 1429

減　少　率 ▲ 51.5% ▲ 50.6% ▲ 48.5% ▲ 29.2% ▲ 28.8% ▲ 26.1% ▲ 15.6% ▲ 7.7% ▲ 3.9%

3



  

 
（４） コミュニティ 

 
県内の空き家率は昭和３０年代後半から一貫して上昇を続けている。今後も、人

口減少に伴い、空き家率が上昇していくことが想定される。 

空き家が増加すると、治安やごみの不法投棄などの不安が生じやすいため、コミ

ュニティの機能を維持するための活動が重要となる。 

良質な住環境を維持するコミュニティ活動が活発になり、歴史を経た住宅群が形

成されていくと、街並みが景観となり、次世代に継承される財産となる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
住まいの周辺に空き家又は空き地が増えた場合に何に困るか（複数回答）
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9 その他

8 何も困らない

7 自分の住宅の価値が低下する

6 災害時の対応が不安になる

5 ごみの排出等の管理が行き届かなくな

る

4 コミュニティのつながりが悪化する

3 周辺環境や町並みが悪化する

2 ごみの不法投棄が不安になる

1 犯罪が増加するなど防犯面で不安

（％）

 
空き家率
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資料： 

土地の保有・管理に

対する意識に関する

アンケート 

（H17 国土交通省） 

資料： 

住宅・土地統計 

（総務省） 
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２ 交通基盤の整備 
 

 （１） 高速道路網の整備 
 

中国横断自動車道姫路鳥取線（鳥取自動車道）、山陰道の整備が進み、全国の

高速道路網に直結し、県内の移動時間も大幅に短縮される。 

観光や物流など、多くの面で県外との交流が期待されるが、逆に買い物客や企業

の県外流出も念頭に置いておく必要がある。 
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中国横断自動車道姫路鳥取線(鳥取自動車道)・山陰道による時間短縮効果 

 

 
 
 
 
 
 

（２） 米子空港の滑走路延長 
 

米子空港の滑走路延長により、大型機就航による繁忙期の旅客増への柔軟な対

応が可能となる。 

また、積雪など滑走路面が悪い状態での欠航が減少し、冬期間の安定運行が実

現する。 

さらに、直行便で飛ぶことのできる地域が増え、諸外国との交流範囲が拡大する。 
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３ 情報基盤の整備 
 

（１） 高速通信環境の整備 
県内の高速通信環境は、光ファイバ網やＣＡＴＶ網の整備により平成２３年度には

９８％の世帯で利用可能と推計され、その後も着実に整備が進むと考えられる。 

これらの高速通信環境と情報通信技術（ＩＴ）の活用により、県民生活に密着した

部分でもＩＴ化が進み、生活の利便性が向上すると予測される。 

個人情報の流出や青少年への有害情報の拡大など、ネット社会の抱える不安・危

険性は依然として残り、ネット上のトラブルから自身を守るすべを利用者が身に付け、

自己防衛することが必要となる。 

 
 

 平成 17 年度末 平成２３年度末（推計） 

高速通信環境の世帯カバー率 ９３．８ ％ ９８ ％ 

ＣＡＴＶの世帯カバー率 ８０．０ ％ ９５ ％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２） 地上デジタル放送への移行 
テレビ放送は、平成２３年７月までに現在のアナログ放送から地上デジタル放送へ

移行する。 

地上デジタル放送によって、高品質の画像・音声が視聴できるばかりでなく、テレ

ビが家庭における情報化社会の窓口として機能するようになる。 

鳥取県の情報通信基盤の整備状況 

ＩＴによる生活の利便性の向上 

 
・SOHOによる自宅などでの就業

・会社に行くことなく自宅での就業

高速通信ネットワーク

（民間通信網、鳥取情報ハイウェイ、地域公共ネットワーク）

・日常的な健康状況の
把握

・遠隔医療による医療水
準の地域格差の是正

・医療機関の連携による
質の高い医療

☆医療サービス

・ｅラーニングによる多様な
授業

・学校間の交流
・専門家による遠隔授業

☆教育サービス

・電子申請や電子申告
による自宅からの行政
手続き

☆行政サービス

・防災情報の提供
・生鮮食品の流通履歴

情報の提供
・子どもや高齢者の位置
情報の提供

☆生活における安全と安心

携帯端末の高速化、大容量化
により「いつでも」「好きなときに」
「どこでも」様々な場面で携帯端
末を利用

☆携帯電話の高度利用

市町村役場
市町村役場

県庁

財布として

映像・音楽の
ダウンロード

家電製品の
遠隔操作

☆就業スタイルの多様化
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４ 次世代を担う人材である高校生・大学生 
 

（１） 大学への進学 
 

現在、県内高校を卒業後、大学に入学した者のうち８割以上（女子では９割近く）

が県外大学に入学している。 

これは、県内に４年制大学が２校しかないなど、選択肢が限られていることが大き

な要因であると考えられる。環境が変わらなければ、今後もこの傾向は続くと考えら

れる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 県内高校卒業者で県外大学に入学した者の割合（鳥取県）
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資料 ：学校基本調査（文部科学省） 

（注）  県外大学入学率については、「（大学入学者総数－県内大学入学者）／大 

学入学者総数」により算出。 

 

全国
大学入学者 うち県外 県外入学率 県外入学率

男 子 1,484 1,243 83.8 60.7
女 子 1,143 1,008 88.2 57.1
合 計 2,627 2,251 85.7 59.2

鳥取県

平成１８年に県外大学に入学した者の数と割合
（単位：人、％）

資料 ： 学校基本調査（文部科学省） 
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（２） 高校生・大学生の就職 

 
高校生・大学生の就職に関する状況は次のとおり。環境が変わらなければ、今後

もこの傾向は続くと考えられる。 

① 高校生の就職 
高校卒業後に就職する者の割合は、４人に１人程度。 

一方、高校を卒業し、鳥取県内の企業に就職した者が３年以内に離職する割合

は５０％を超え、高まっている。 

② 大学からの就職 
就業傾向としては、第３次産業（サービス業）への就業が増加し、第１次産業（農業

等）、第２次産業（製造業等）が減少している。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 高校新卒者で就職した者の割合
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資料 ：学校基本調査（文部科学省） 

 高校卒業後就職した者の３年以内離職率
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資料 ： 平成１３年までは 業務統計を活用した新規指標－２００６（独立行政法人労働政策研究・研修機構）、平成１４

年については 新規高等学校卒業者在職期間別離職状況（鳥取労働局職業安定部） 

（注）   各年の値については、その年の３月に卒業した者の就職後３年間の離職率を示している。 
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５ 財政運営の誘導目標 
 

平成１９年６月議会に、平成２２年度までの財政運営の目標を提示。今後はこの目標を

念頭におき、財政健全化と次世代への投資のバランスをとりながら財政を運営。 

 

【数値目標（決算ベース）】 

 
○ Ｈ２２の基金残高≧３００億円 
○ 実質的な借入金のＨ２２残高≦Ｈ１８残高 

     ※ 実質的な借入金残高＝県債残高（臨時財政対策債のぞく）－基金残高 
 
 
【考え方】 

 
○ 更なる行財政改革により財源を捻出 
○ 一定以上の基金を確保しながら、借金残高を現在より増やさない範囲内において、   

鳥取新時代に向けた施策に集中的に還元 
○ 地方税財政制度の変更の状況等を踏まえながら、必要に応じて柔軟に見直しを

行いつつ、財政破綻を回避 
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個別分野での課題（主なもの） 産業・雇用

【課題①】市場・販路

○人口減により、将来的に県内市場が縮小
○グローバル化、高速道路整備に伴う県内産業の環境激化
○県内の優れた技術や商品が、必ずしも市場での販路拡大につながっていない。

【課題②】県内企業

○県産業の特徴である液晶関連産業、電子部品・デバイス製造業、情報通信産
業の集積度は高いが、県内企業間の部品調達の連携が薄い（県外からの調達
に依存）。

○下請体質の企業（下請型構造（売上重視・低収益））が大半で技術開発型企
業が少ない。

○企業と大学等をつなぐコーディネート機能が弱いため、研究開発成果の事業
化に課題。

○知的財産の十分な理解とビジネスへの活用が少ない。

【課題③】人材・雇用

○高度な技術・能力を持った人材の不足。労働人口の減少。
○若年者、中高年者離職者、障害者等で就職できない者が存在。
○有効求人倍率の低迷。そのため、若年者の早期退職や非正規雇用の増加、雇

用のミスマッチが発生。

【課題④】関連分野との連携

○商業・サービス産業等の枠にとどまらない関連分野との連携が必ずしも十分
ではない。

【課題⑤】地域商業

地域商業者は、
○小規模事業者が多く低所得による経営が特徴。期待される地域経済の活性化

や生活機能の役割を果たすことが厳しい状況。
○マーケティング力・調達能力が弱く、また、情報システム化の遅れなどによ

る非効率な経営。
○経営者は高齢化し、若手経営者が少ない（後継者不足）。

【課題⑥】物流(流通)

○企業相互の流通業務の連携が薄い。
○企業の流通システムの変化（企業の物流拠点の大都市圏設置から生産地設置

へ）
○姫路鳥取線、山陰道の開通に伴う物流コストの低減と県外流通業者との競争

激化
○米子空港2,500m化による貨物便の就航可能に対する大量荷役処理体制の未整

備
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- 8 -

個別分野での課題（主なもの） 観光・地域資源・交流

【課題①】観光

○観光客のニーズが「見る観光」から「体験型」に変化しており、グリーンツ
ーリズム、エコツーリズム、産業観光等のニューツーリズムの需要が増加。

○姫路鳥取線が開通すると、関西圏から見て県東部地域は日帰り圏となり、単
なる通過点とならない滞在型の観光振興が必要。

○中部や関東などの遠隔地からの観光客誘致を図るためには、広域で連携した
取組みが必要。

○鳥取県へのリピーターの確保を図るためには、観光関係者だけでなく、県民
が地元の良いところに誇りを持ち、おもてなし意識向上を図ることが不可欠。

【課題②】地域資源

○鳥取砂丘、大山、三徳山、山陰海岸など県内には有用な地域資源があるが、
それらに対する県民の意識が低く、観光にも結びついていない状況。

○三徳山について、「世界遺産暫定一覧表記載資産候補」掲載に向け提案書を
提出したが、審議結果は「継続審査」。

○山陰海岸について、平成21年の世界ジオパークネットワーク加盟を目指す。

【課題③】国際観光

○韓国からの観光客は増加傾向にあるものの、商品の品質は、安かろう・悪か
ろうの一般旅行商品が主流で、高級商品は少ない。そのため、本県の魅力が
十分アピールできていない。

○関西国際空港は鳥取県から遠く離れており、鳥取県への国際観光客の誘客は
難しいため、米子・ソウル便の定期便の維持は重要。

【課題④】交流

○在住外国人の増加に伴い、多文化共生の実現が必要。
○外交問題が地域間交流に影響。
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個別分野での課題（主なもの） 農林水産

【課題①】農産物

○梨やスイカなど全国レベルの特産品はあるが、有利販売ができていない。
○有機農産物は除草など技術的な課題が多く、栽培面積が増加していない。
○特別栽培農産物の面積は増加しているが、消費者の認知度が低く、有利販売

ができていない。
○排水不良の農地、農家個々の栽培技術の差等から、生産量の確保や生産物の

高品質化・均質化が図れない。

【課題②】環境に配慮した農業

○農業分野においても、環境への配慮を背景に、環境負荷軽減の対応が求めら
れている。

【課題③】地域農業

○ＷＴＯの農業交渉では、関税引下げなどの交渉が行われており、効率的な生
産体制・コスト削減が必要。

○農業者の減少、高齢化の進行、耕作放棄地の増加
○認定農業者が少ない地域において、農業維持のための組織化が進まない状況。
○新規就農者は年間５０名以下で推移。

【課題④】畜産

≪酪農≫
○若者の牛乳離れ等により牛乳の消費が低迷
○飼料価格が高騰
≪肉用牛≫
○和子牛価格は全国平均より低い
○農家の高齢化に伴う戸数・頭数の減少

【課題⑤】林業

○間伐等手入れの必要な森林の増大
○木材価格の低迷等による林業の採算性の悪化により、森林所有者の施業意欲

が減退し、林業生産活動が停滞。
○林業・木材産業の生産・流通・加工が小規模・分散的で、低コスト・定品質

製品の安定供給に課題

【課題⑥】水産業

○従来のブランド化対策が効果を上げていない。
○地域の特色のある加工品がない。

【課題⑦】関連分野との連携

○商業・サービス業等をはじめとする他の関連分野との連携が必ずしも十分で
はない。

16



個別分野での課題（主なもの） 食のみやこ

【課題①】食のみやこ

○県内の美しい環境の中で大切に育てられたすばらしい多数の食材をトータル
に県内外へＰＲしていく県民気運の醸成が必要。

○素材は良いが、消費者ニーズを捉えた商品開発や販路拡大のための情報収集・
発信が不十分。

○大都市圏への「鳥取県」の知名度が不足。
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個別分野での課題（主なもの） 福祉・健康・共にくらす社会

【課題①】障害のある方

○障害のある方に対する福祉について、施設入所者の地域生活への移行が進ん
でおらず、障害のある方の地域生活を支えるシステムの整備が必要。

○障害のある方の多くが福祉施設を利用しており、一般就労への移行が困難。

【課題②】高齢の方

○誰もが、高齢になっても住み慣れた地域でできる限り自立して暮らしたいと
希望しており、高齢者の方に対して、福祉、医療、生活支援の面での支援・
体制の整備が必要。

【課題③】女性

○ＤＶ被害者の相談、保護等について、自治体によって支援内容に差異がある。
○母子家庭数は年々増加しており、経済的自立が困難。

【課題④】子ども

○各市町村で、児童虐待防止の取組みに温度差があり推進体制の充実が必要。
○児童養護施設等の入所がほぼ定員一杯。そのうち４～５割が被虐待児童。

【課題⑤】健康

○疾病・介護予防対策について、働き盛り世代を中心に健康づくりについての
意識が低い。介護予防についての理解度が低い。

【課題⑥】医療

○治療・療養体制の整備について、勤務医・看護師不足により診療科や病棟を
休止する事態が発生。今後、中山間地における医療提供体制の不足が懸念さ
れる。

【課題⑦】人権

○人権問題は多様であり、引き続き、県民の人権意識の高揚と行政施策の充実
が求められている。

【課題⑧】男女共同参画

○「男女共同参画」の内容・イメージは県民に十分には伝わっていない。
○家庭や地域の力を回復させるためには、男性の働き方も見直すことが重要。
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個別分野での課題（主なもの） 環境

【課題①】地球温暖化防止等

○2010年の二酸化炭素排出量を2000年に比べて16％削減するという目標を立て
ているが、実際には増加。

○地球温暖化防止への県民の理解は高まっているが、具体的な活動の実践は今
ひとつ進んでいない。

○子どもの頃からの環境学習等により、環境意識が高く実践できる人材を育成
するとともに、県民運動として、具体的な取組を進める必要がある。

【課題②】廃棄物

○本県のゴミ排出量は年々減少、リサイクル率は年々上昇であるが、全国比較
では、高位に位置し、より一層の取組が必要。

○ゴミの減量、リサイクルの推進のためには、県民の意識改革と市町村の取組
みの今まで以上の促進が必要。

○産業廃棄物の最終処分場の立地に対し強い抵抗感があり、本県の産業廃棄物
の最終処分は、県外に大きく依存。

○県内の不法投棄は、山間部を中心に依然として後を絶たない状況。

【課題③】自然環境

○３大湖沼（湖山池、東郷池、中海）の水質は、近年横ばい状況にあり、望ま
しい水質の目標として当てはめている環境基準が達成されていない。

○湖山池、東郷池は、水質浄化活動に取り組む住民団体、ＮＰＯ等の活動が低
調。

○エコツーリズム推進に向けた動きは進展しているが、自然保護に軸足を置い
たエコツーリズムのコンセンサスができていない。

19



個別分野での課題（主なもの） 教育・青少年・子育て

【課題①】教育内容

○学力の二極化の懸念
○若者の勤労観、職業観の希薄化が顕著
○中途退学、いじめ、問題行動
○不登校、相談室生徒等や専門家によるカウンセリングが必要な生徒の増加
○発達障害を含む障害のある児童生徒への適切な対応
○体力の低下傾向
○生活習慣の乱れ、低年齢からの生活習慣病の懸念
○全国平均を上回る人工妊娠中絶実施率

【課題②】学校の機能

○児童生徒や保護者の価値観が多様化して教職員が対応に苦慮
○家庭や地域に代わって学校が担わなければならない役割が増大
○厳しい財政事情の下、効率的な学校運営の実現が必要

【課題③】生涯学習

○地域コミュニティに対する住民意識や、行政・地域の枠組みの変化に対し、
地域住民自らが地域の諸課題の解決方策を考えなければならない時代

○生涯にわたって健康で心身とも豊かな生活が送れるよう、スポーツ・運動を
通した健康や生きがいづくりなど自らの生活習慣を工夫していくことが必要。

【課題④】家庭・地域と教育

○保護者の意識の変化も含めた家庭の教育力の二極化
○地域の教育力の低下
○幼少期からのテレビ、ビデオ等のメディアへの過度の依存と弊害
○急速に発達したインターネット環境等による有害な情報の氾濫に伴う青少年

への悪影響

【課題⑤】青少年

○青少年が引き起こす犯罪対策はもとより、若年ニートや10代の人工妊娠中絶
など社会構造及び青少年の意識・価値観等の変化への対策が必要。

【課題⑥】子育て

○地域、企業、商店街等の協力により社会全体で子育てを応援する機運の醸成
が必要。

○子育てと仕事の両立ができる職場と子育ての環境整備が必要。
○ＬＤ、ＡＤＨＤ、自閉症等の発達障害があったり、基本的な生活習慣が身に

付いていない小学校修学前の子どもが増加。
○子育てに不安を抱いたり、きちんと子育てができない親が増加。
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個別分野での課題（主なもの） 芸術文化・歴史

【課題①】芸術文化

○県民の芸術文化を実践する能力は、国民文化祭の実施を契機に、成熟レベル
に近づいているが、男女、年齢及び分野別の格差は依然として存在。芸術文
化を享受する力及び支援する地域の力は発展途上。

○誰もが、優れた芸術文化にふれたり、芸術文化活動に参加する機会が十分で
はない。

○県内には、未就学児を対象とするアートスタートの機会がほとんどないなど、
未就学児及び青少年が感性を磨く機会が少ない。

【課題②】歴史

○地域の歴史や伝統文化などを知り、大切にする取組みが不十分

個別分野での課題（主なもの） 防災

【課題①】地域防災力

○消防団員数は年々減少。被雇用者団員も多く、団の活動に参加できない状況。
○自主防災組織が組織されない地域や自主防災活動が活発でない地域が存在。

【課題②】防災体制

○防災対策の取組は、従来から男性主導で進められてきた傾向がある。

【課題③】救急・救命体制

○救急救命士・高規格救急自動車が不足。

【課題④】災害に強い県土づくり

○災害が発生しないため、また、災害による被害を最小限に食い止めるための
取組みが求められる。
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個別分野での課題（主なもの） 基盤整備

【課題①】交通基盤等の整備

○高速道路ネットワーク整備の遅れ→高速道路ネットワークの早期供用
○安全安心な道路、地域の自立のための道路、産業支援のための道路
○空港施設・港湾施設の機能向上

【課題②】情報通信基盤の整備

○高速通信環境、携帯電話等の情報通信基盤整備は民間主導で行われてきたが、
中山間地域等においては採算性の問題から整備が進まず、情報通信技術を活
用したサービスが十分に受けられない地域がある。

個別分野での課題（主なもの） 県民生活

【課題①】警察

○街頭犯罪等犯罪発生を抑止するための総合対策の推進
○少年非行防止・保護総合対策の推進
○交通死亡事故の抑止

【課題②】県民生活の安全

○食品の安全を揺るがす様々な事件が多発し、食の安全性に対する信頼感は大
きく揺らいでいる。

○インターネットの普及等の状況を背景に、消費生活相談は、相談内容が複雑
・多様化

○耐震偽装等建築に対する不振や自身による古い木造住宅の崩壊等の不安
○中山間・過疎地域に居住される方や高齢者などにとって、携帯電話の不感地

域であることや、日頃の買物が不便であることなど、日常生活の利便性の確
保に対する懸念や、生活上での不安が生じている。
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個別分野での課題（主なもの） 地域社会

【課題①】中山間・過疎地域

○中山間地域では、人口、世帯数の減少傾向が継続。生産活動、日常生活を地
域で支えることにも支障が生じ始めている。

○中山間・過疎地域に居住される方や高齢者などにとって、携帯電話の不感地
域であることや、日頃の買物が不便であることなど、日常生活の利便性の確
保に対する懸念や、生活上での不安が生じている。

【課題②】基礎的自治体

○２０万人市民の特例市から３千人程度の小規模自治体まで、自治体間で規模
格差があり、行財政運営の質の格差や規模に見合った運営が続くか、懸念さ
れる。

【課題③】景観・まちづくり

○見苦しい広告、看板等による乱雑で個性のない景観があふれている。
○地球温暖化対策としての二酸化炭素等温室効果ガスの削減やヒートアイラン

ド対策として、都市緑化の重要性が増している。
○少子高齢化により人口が減少し、経済も右肩上がりは望めない状況のもと、

都市の抱える課題として、中心市街地の衰退、市街地機能の郊外への拡散に
よるインフラ整備や維持のためのコスト増大、自動車に過度に依存した都市
構造による環境負荷の増大などが発生している。

【課題④】協働・連携

○これまでの行政は、多くの場面で県、市町村等の行政機関が課題を処理して
きたが、行政機関のみでは一定の水準を保つことができなくなってきている。

○県民の活動により支えられてきた土木施設の維持管理が高齢化等のため活動
が徐々に困難な状況になっている。

個別分野での課題（主なもの） 財政

【課題①】財政

○これまでも様々な財政改革を行ってきたが、三位一体改革等の影響で、依然
として苦しい財政状況。

○改革の成果が県民に還元されていない。
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